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研究要旨 

本研究班では、東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県大槌町、陸前高田市、山

田町、釜石市の協力を得て健康調査を実施している。本研究班の目的は、平成 23 年度

に研究に同意した被災地住民約 1 万人に健康調査を実施することにより、健康状態の

改善度・悪化度を客観的に評価し、①被災者に適切な支援を継続的に実施しようとす

ること、②追跡研究を実施することにより、震災の健康影響を縦断的に評価できる体

制を構築することである。 

平成 27 年度は、平成 23 年度から平成 27 年度に実施した被災者健康調査のデータを

用いて、5 年間の健康状態の推移やその関連要因の検討を行った。その結果、被災者健

康診査受診者においては全体的に心身の健康状態は改善傾向が認められた。しかしな

がら、仮設住宅居住者や健診未受診者では、依然として精神健康や生活習慣の問題を

抱える住民の割合が多いことなど心身の健康問題が残っていることが明らかになっ

た。今後も調査を継続し、支援を行っていく必要がある。 
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Ａ．研究目的 
東日本大震災の発災から4年を迎えようと

しているが、被災者健診受診者の約3割は未

だに心の元気さに問題が残されている。岩手

県の被災地域は医療過疎地で、従来から脳卒

中死亡率や自殺死亡率が高い地域である。被

災地の住民は、震災により、肉親・友人の喪

失、住居の破壊、失業といった様々な変化を

経験し、ストレスや不安を抱えている。その

上、将来に対する不安が払拭されていない。

こうしたストレスや不安により脳卒中や自

殺死亡がさらに増加する可能性が高い状態

にある。 

本研究班では、このような課題を抱える被

災地域の住民のうち、平成23年に研究参加へ

の同意が得られた約1万人の住民を対象に継

続的に健康調査を実施することにより、健康

状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、自

治体や保健医療機関と連携しながら被災者

への支援を継続的に実施している。 

一方で、震災から約5年が経過し、本研究

事業で実施している被災者健診の受診率は

低下してきており、健康状態を把握できてい

ない住民が増加してきている。本研究参加に

同意したが平成26年度に健診を受診しなか

った者は，平成23年度の同意者の約3分の1

となる約3,600名であった。その中には医療

機関での治療等を理由とした未受診者や被

災地域外への転居者、就職したことにより

職場で健康診断を受けている者など様々な

理由で受診しない者がいると考えられるが

その実態は不明である。被災者に適切な支

援を提供するには、被災者健診を受診して

いない者の受診しない理由や現在の健康状

態を把握することが必要である。 

被災による健康影響としては脳卒中、心疾

患等の循環器疾患の発症やそれによる死亡、

うつや心的外傷後ストレス障害（PTSD）とい

ったメンタルヘルスの問題などさまざまな

ものが考えられる。 

脳卒中や心疾患といった循環器疾患の発

症については、我が国においては被災地域に

おける大規模な罹患データによる調査は十

分に行われておらず、発災直後の急性期にお

ける発症状況やその後の中長期的な影響は

十分に明らかになっていない。 

また、大規模災害後のメンタルヘルスの問

題については国内外で多数の報告がなされ

ているが、被災後の多大なストレス状況下に

おいて被災者の状態を簡便に把握する方法

の開発や、問題を抱えている者に対するケア

活動についての詳細な情報の蓄積は今後起

きる災害後の対応を行う上で重要である。 

大規模災害による健康影響は乳幼児から

高齢者までの幅広い年代に降りかかる。こう

した健康影響は共通するものもあるが、影響

の現れ方やその関連要因には年代によって

異なるものもあり、それぞれの問題を適切に

把握し支援を行うことは重要である。 

以上を踏まえ、平成27年度は大きく分けて

以下6点について研究を行った。 

 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と

調査データの総合的解析 

 平成 23 年度から平成 27 年度に実施した

被災者健康調査のデータを用いて、5 年間の

健康状態の推移やその関連要因の検討を行

った。健康状態は健康診査による血液検査

や呼吸機能検査の所見、歯科健診による口

腔衛生、質問紙調査によるメンタルヘルス

の状態、頭痛、高齢者の生活機能といった

多岐にわたる観点から把握し、検討した。 

 さらに、震災による影響を検討するため、

対照地域として岩手県内陸地域を設定し、

健康状態を比較した。 

 

２．東日本大震災被災者健康診査未受診者

の実態把握 

被災者健診を受診していない者の受診し

ない理由や現在の健康状態を把握すること

を目的とした。 



 

３．東日本大震災前後の脳血管障害発症状

況の検討 

脳血管障害の発症には日内変動があるこ

とが知られている。東日本大震災後の被災

地の住民の多くは、数ヶ月の間、食事や睡

眠などが不規則な避難所生活を強いられ、

この生活の変化は脳血管障害発症の日内変

動に何らかの影響を与えている可能性があ

る。そこで、東日本大震災前後の脳血管障

害の発症日内変動の変化を明らかにするこ

とを目的とした。 

 

４．災害時 PTSD スクリーニング尺度の予備

的検討 

 尺度の簡便化によって回答者の負担軽減

を図り、特に被災地域における健康状態の

良くないハイリスク者のレスポンスの向上

を目的として、3 項目からなる自記式調査

票である PTSD スクリーニング尺度につい

て妥当性の検討を行った。 

 

５．東日本大震災被災者健診とこころのケ

ア活動の連携、対応状況の分析 

 岩手県こころのケアセンターでは本研究

班で実施している東日本大震災被災者健診

の健診受診者のフォローアップを支援して

いる。ケアセンターにおける東日本被災者

健診の受診者対応の把握を試みた。 

 

６．東日本大震災被災地域に居住する若年

者・小児の生活，健康状態の実態と関連要

因の検討 

東日本大震災から約 4 年が経過した時点

における若年者・小児やその保護者の健康

状態や生活状況を把握し、適切な支援につ

なげるための基礎資料を得ることを目的に

被災者健康調査の対象地域に居住する 0 歳

から20歳の者を対象に質問紙調査を行った。

また、成人で示されているような居住形態

が健康状態や生活に与える影響が若年者・

小児においても認められるかを検討した。 

Ｂ．研究方法 
１．東日本大震災被災者健康調査の実施と

調査データの総合的解析 

本研究班は、東日本大震災で甚大な被害

を受けた岩手県大槌町、陸前高田市、山田

町、釜石市平田地区を対象に健康調査を実

施した。 

ベースライン調査は、平成 23 年度に行わ

れた。対象地域の 18 歳以上の全住民に健診

の案内を郵送し、健診会場にて研究参加の

同意を得た。平成 23 年度に実施したベース

ライン調査には 10,475 人が参加した。平成

24 年度の受診者数は 7,687 人、平成 25 年

度の健診受診者数は 7,141 人、平成 26 年度

の受診者数は 6,836 人であった。 

健康調査の項目は、身長・体重・腹囲・

握力、血圧、眼底・心電図（40 歳以上のみ）、

血液検査、尿検査、呼吸機能検査である。

また、大槌町では歯科健診および口腔衛生

に関する質問紙調査も実施している。 

問診調査の項目は、被災者の生活や健康

状態、心情を考慮し、時期に応じて項目の

修正を図ってきた。平成 23 年度の項目は震

災前後の住所、健康状態、治療状況と震災

の治療への影響、震災後の罹患状況、8 項

目の頻度調査による食事調査、喫煙・飲酒

の震災前後の変化、仕事の状況、睡眠の状

況、ソーシャルネットワーク、ソーシャル

サポート、現在の活動状況、現在の健康状

態、心の元気さ（K6）、震災の記憶（PTSD）、

発災後の住居の移動回数、暮らし向き（経

済的な状況）である。平成 24 年度には頭痛

の問診を追加した他、平成 25 年度は、震災

による死別や家屋被害、現在の居住環境に

ついても質問項目を追加した。65 歳以上の

受診者には平成 23 年度から活動状況等に

関する追加調査を行っている。 

まず、平成 23 年度から平成 27 年度まで

に 5 回実施した被災者健診すべてを受診し

た者 5,093 人を対象に、5年間の健康状態、

生活習慣、社会的支援の推移を分析した。



 

また、居住形態と健康状態、生活習慣、社

会的支援の関連性を検討した。 

健診で実施している血液検査については

平成 23 年度から平成 26 年までに実施した

4 回の検査結果の推移を解析した。また、

検査異常と肥満、飲酒量、暮らし向き、転

居回数、心の元気さ(K6）との関連を検討し

た。  

頭痛の状況については震災前、震災一年

後、震災二年後に頭痛を持つ群と持たない

群とで年齢、性別、喫煙、飲酒状況、既往

歴、震災に関する PTSD 関連因子、住居関連

因子、精神的因子、運動習慣について検討

した。 

高齢者の健康状態については平成 23 年

度に岩手県で実施された本事業による 65

歳以上の健康診査受診者 4,888 人のうち、

24 年度以降いずれかの調査に回答があり、

生活機能・生活習慣因子に欠損がなく、23

年度において生活機能が低下していない男

女 2,348 人を解析対象とした。生活機能評

価には介護予防事業に用いられる基本チェ

ックリストを用い、生活習慣との関連を検

討した。 

口腔衛生状態については、平成 27 年に東

日本大震災の被災地である岩手県大槌町の

成人住民を対象とした口腔関連保健状況の

コホート調査を継続実施した。平成 23 年か

ら平成 27 年の推移を検討した。また、口腔

粘膜疾患の平成 23 年から平成 27 年の推移

を検討した。さらに 60 歳以上の者の口腔カ

ンジダ菌の分布について、口腔内状況に加

えて生活習慣や全身の健康状態を多変量解

析した。 

呼吸機能については、健診初回 2011 年度

住民約１万人、２回目 2012 年度約７千人、

3 回目 2013 年度約 6,700 人、4 回目 2014

年度約 6,300 人に対して肺機能検査を施行

し、肺機能障害について比較検討した。初

回から今回まで計４回の調査による比較を

男女 6,328 人について行なった。 

さらに、岩手県沿岸地域と内陸地域の健

康状態を比較する目的で、内陸地域の住民

2,000 人を対象に無記名自記式質問紙調査

を実施した。調査項目は被災時の状況、メ

ンタルヘルス、ソーシャルネットワーク、

不眠症状、健康度の自己評価に関する項目

を尋ねた。沿岸部のデータは、2011 年度か

ら 2015 年度の健診を受診した研究同意者

2,712 人のデータを参照し、2011 年度時点

と 2015 年時点の値を使用し、内陸地域のデ

ータと比較した。 

 

２．東日本大震災被災者健康診査未受診者

の実態把握 

平成 27 年 10 月から 11 月にかけて，大槌

町において平成27年度5月の被災者健診を

受診していないもの 714 人を対象に質問紙

調査を行った。対象者に質問紙を郵送し、

郵送または調査員の訪問により質問紙を回

収した。質問項目は健診を受診しない理由、

健康状態として健康状態の自己評価、アテ

ネ不眠尺度、K(Kessler)6、震災の記憶(PTSD

様症状)、社会関係として Lubben のソーシ

ャルネットワーク尺度、ソーシャル・キャ

ピタルをたずねた。統計解析は未受診理由

(複数回答)を性、年代別に集計し、健康状

態、社会関係と受診状況の関連を検討した。 

 

３．東日本大震災前後の脳血管障害発症状

況の検討 

悉皆調査を行なった岩手県の沿岸部の全

12市町村と内陸部の 5市町村の岩手県地域

脳卒中登録データを用い、東日本大震災前

4 週間、震災後 4 週間、および震災後 5 か

ら 8 週までの 4 週間の 3 期間において、1

日 24 時間を 2 時間毎の 12 時間帯に分け、

それぞれの時間帯の脳血管障害罹患率を算

出して比較した。また、2008-2010 の震災

前 3 年間の同時期 3 期間の時間帯別罹患率

を算出して震災年の罹患率と比較した。 

 



 

４．災害時 PTSD スクリーニング尺度の予備

的検討 

 東日本大震災に被災した岩手県陸前高田

市で実施した健診の受診者を対象として、

Mini-International Neuropsychiatric 

Interview (M.I.N.I.)による心的外傷後ス

トレス障害(PTSD)の DSM-IV 診断を基準に、

国立精神・神経医療研究センターの金によ

り試験的に開発された、3 項目からなる新

規尺度による PTSD のスクリーニングの妥

当性を検証した。健診では新規尺度と K6

が実施され、K6 得点に基づいて調査対象者

を重み付け抽出し、調査依頼を行った 123

名中、参加に同意した 98 人に M.I.N.I.に

よる診断を実施した。PTSD スクリーニング

尺度の AUC、感度、特異度、陰性的中率を

算出した。 

 

５．東日本大震災被災者健診とこころのケ

ア活動の連携、対応状況の分析 

岩手県こころのケアセンターにおける東

日本被災者健診の活動内容及び対応者の傾

向を調査し、対応者の特徴や相談背景や相

談内容の推移、対応結果について分析を行

った。 

 

６．東日本大震災被災地域に居住する若年

者・小児の生活，健康状態の実態と関連要

因の検討 

本研究で実施している東日本大震災被災

者健康調査の対象地域である山田町、大槌

町、釜石市平田地区、陸前高田市に居住す

る0歳から20歳の者を対象に質問紙調査を

行った。また、成人で示されているような

居住形態が健康状態や生活に与える影響が

若年者・小児においても認められるかを検

討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を含むデ

ータを扱う。データの使用にあたっては、

被災者本人に対して、研究の目的・方法等

の趣旨、及び個人情報が公表されることが

ないことを明記した文書を提示し、口頭で

説明した上でインフォームドコンセントを

得た。同意者には同意の撤回書を配布し、

同意の撤回はいつでも可能であり、撤回し

ても不利益を受けない旨を伝えた。 

本調査によって得られた個人情報は、岩

手医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電

子施錠しているデータ管理室と被災者健診

のために新たに設置した情報管理室に厳重

に管理している。データ管理室と情報管理

室は許可された者以外の出入りが禁止され

ている。出入りは ID カードによって施錠管

理されている。電子化された情報は情報管

理室のネットワークに接続されていないパ

ソコンで管理されている。解析には個人情

報を削除したデータセットを用いる。 

本研究の実施にあたっては、対象者の負

担の軽減及び結果の効率的な活用の観点か

ら、必要に応じ、他の「東日本大震災にお

ける被災者の健康状態等及び大規模災害時

の健康支援に関する研究」とのデータや結

果の共有等の連携を行う。また、本研究は

厚生労働省・文部科学省の「疫学研究の倫

理指針」および「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」に従って実施してい

る。なお本研究は、岩手医科大学の倫理委

員会の承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 
１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 
平成 23 年度の健診受診者数は 10,475 人、

平成 24 年度の受診者数は 7,687 人、平成 25
年度の健診受診者数は 7,141 人、平成 26 年

度の受診者数は 6,836 人、平成 27 年度の受

診者は 6,507 人であった。 
平成 23 年度から平成 27 年度までに 5 回

実施した被災者健診すべてを受診した者

5,093 人を対象に、5 年間の健康状態、生活



 

習慣、社会的支援の推移を分析したところ、

男女とも主観的な健康状態には大きな変化

はないものの、睡眠障害や心の健康度に所

見のある者、社会的支援が少ない者の割合

も減少しつつあることが明らかになった。

また生活習慣についても喫煙者、運動量が

少ない者の割合も減少傾向にあった。一方

で、高血圧、糖尿病、脂質異常の有所見者

は徐々に増加している傾向が認められた。

居住形態と健康状態、生活習慣、社会的支

援の関連性を検討した結果、男性ではプレ

ハブ仮設住宅の居住者で心の健康や睡眠に

問題がある者、肥満者、喫煙者、運動量が

少ない者、社会的支援が不足している者の

割合が多い傾向が認められた。女性では男

性同様心の健康や睡眠に問題がある者が多

く、喫煙者、運動量が少ない者、社会的支

援が不足している者が多い傾向が認められ

た。 
血液検査において検査異常を示した割合

は，肝障害 (20%)，脂質異常 (48%)，耐糖

能異常 (35%)が高く、その頻度は 4 回を通

じて変化はなかった。いずれの異常も肥満、

飲酒との間に強い関連が認められた。最近

2 年間では、アルブミン低下、男性の貧血

の頻度がいずれも 5.0%と増加傾向にあっ

た。これらは、震災直後に比して体重低下

者に多かった。 

呼吸機能検査の解析結果では、２回目

（2012 年）に引き続き予測肺活量(％)及び

予測一秒量(％)の有意な増加がみられた。

初回に男性の全世代で指摘された予測肺活

量（％）及び予測一秒量(％)の低下がみら

れたが、今回の調査で予測肺活量(％)は男

性のほぼ全ての世代で増加し、特に 30 才台

から 70 才台で 100％に達した。予測一秒量

(％)は依然として全世代で低下が見られる

が、30 才台から 70 才台で 2011 年時に比べ

るとはっきりした改善傾向を示していた。 

肺機能に影響を与える喫煙行動について

調べると、以前喫煙者で現在禁煙している

男性で予測肺活量(％)及び予測一秒量(％)

において引き続き有意な増加がみられた。 
頭痛については、頭痛を持つ群ではいず

れの時期においても年齢が若く、女性が占

める割合が高く、飲酒習慣をもつ頻度が低

かった。また、頭痛を持つ群では高血圧症

や糖尿病の既往を持たず、震災に関する

PTSD や住居状況の変化、精神的因子を持つ

頻度が低かった。このことは震災一年後と

震災二年後とで同様であり、これらの因子

が震災二年後になっても頭痛に強い影響を

与えていることが分かった。一方運動習慣

の差は震災二年後には無くなっていた。 
口腔保健関連では、平成 23 年から平成

27 年の推移を検討したところ、未処置歯が

減少し、処置歯数が増加し、また歯周疾患

のあるもの、動揺歯を持つ者の割合が減少

していた。一方、喪失歯数は前年と同様で

あった。また、口腔粘膜疾患の平成 23 年か

ら平成 27 年の推移を検討した結果、毎年新

規に重篤な口腔粘膜疾患が検出され、歯科

医療センターを受診した者における臨地調

査結果と病理組織診断との一致率は 97％

に及んだ。また、発見時から重篤化した者

は観察されなかった。口腔関連 QOL は初年

度には口腔内状況以外の震災関連要因やう

つ状態と有意に関連していた。 

60 歳以上の者の口腔カンジダ菌の分布

について、口腔内状況に加えて生活習慣や

全身の健康状態を多変量解析したところ、

口腔カンジダ菌の定着には、生活習慣や全

身状態も関連することが示された。 

本調査を経験させる大学院研修の有用性

をアンケートにより調査したところ、研修

を受けた大学院生は受けなかった者に比べ、

被災地の状況を的確に評価していた。 

高齢者の生活機能については、食物多様

性が高いこと、肉、豆類、果物といった好

ましい食事摂取行動、ならびに主観的健康

観良好が、生活機能低下予防に強く関連し

ていた。身体活動、喫煙、飲酒、睡眠につ



 

いては、関連がなかった。また、仮設住宅

の居住者では予防効果が認められなかった。 

 沿岸部居住者と内陸部居住者の健康状態

の比較では発災直後の 2011 年度データで

は沿岸部の健康状態が不良であることが確

認された。しかしながら 2015 年度データを

比較すると、内陸部 S 町においてメンタル

ヘルス、社会的孤立、不眠症状、健康度自

己評価の有所見者割合が多かった。 

 
２．東日本大震災被災者健康診査未受診者

の実態把握 

未受診理由は「病院で検査を受けた

(37.5%)」「職場で健診を受けた(24.3%)」，

「都合がつかなかった(28.4%)」が上位であ

り，多くは体調とは関係ない理由での未受

診であった。一方で「体調が悪く外出でき

なかった」が 6.5%を占めていた。未受診者

と受診者の健康状態の比較では K6 が 13 点

以上の精神健康不良の者が未受診者で有意

に多く、「思い出したくないのに夢に見た

り思い出す」「思い出すと体の反応が起こ

る」といった PTSD 様症状を有するものも未

受診者で多かった。 

 

３．東日本大震災前後の脳血管障害発症状

況の検討 

震災後 4 週間の時間帯別罹患率は震災前

4 週間と比べ、午前と午後にピークをもつ 2

峰性のパターンに変化はなかったが、7-8

時のピークと 17-18 時のピークが高くなり、

深夜から早朝までの罹患率が高くなってい

た。震災後 5－8 週では震災前 4 週間と同様

の変化に復帰していた。震災前 3 年間の震

災前後の同時期では、日内変動のパターン、

および、午前と午後のピーク罹患率に各期

間の差を認めなかった。 

 

４．災害時 PTSD スクリーニング尺度の予備

的検討 

PTSD 診断群(6 人)における本尺度の平均

点は 2.3(SD=0.8)、非診断群(92 人)の平均

点は 0.8(SD=1.0)であった。ROC 解析におい

て、M.I.N.I.による PTSD の診断を基準とし

た本尺度得点の AUC は 0.85(95%信頼区間：

0.74-0.96)となった。ベストカットオフは

1/2となり、感度 0.83、特異度 0.73、PPV0.17、

NPV0.99、診断との一致率は 0.73、κは 0.20

であった。M.I.N.I.による診断と各項目の

症状の有無との一致率・κは、項目(1)、(2)、

(3)でそれぞれ 0.63・0.04、0.65・0.17、

0.90・0.45 であった。本尺度の得点(0-1、

2、3点)ごとのSSLRとその95%信頼区間は、

それぞれ 0.23(0.06-0.94)、

1.92(0.66-5.57)、5.11(2.01-12.99)であっ

た。 

 

５．東日本大震災被災者健診とこころのケ

ア活動の連携、対応状況の分析 

岩手県こころのケアセンターにおける東

日本被災者健診の対応については、それぞ

れの市町村のニーズに基づいて、健診の場

での対応、ハイリスク者への訪問、相談室

への紹介などの対応を行っていた。 

対応を行ったものについては、高得点者、

高得点ではないが相談へ結び付けたほうが

よいと保健師等が検討したもの、本人から

の相談の希望があったもの、に区分される。 

1 回の対応で済むものだけでなく、その

後も継続フォローを要するケースもある一

定割合存在している。 

対応したものの抱える問題は、健康問題

が当然ながら多いが、その他、経済的問題

や、遺族としての悩み、家庭家族問題など

被災者が直面している問題がその背景にあ

るものも存在していた。つながれるケース

は不眠、身体症状、抑うつ症状を抱えてい

るものが多かった。 

 



 

６．東日本大震災被災地域に居住する若年

者・小児の生活，健康状態の実態と関連要

因の検討 

乳幼児、学齢期以前の子どもでは本人の睡

眠や行動の変化には影響はあまり認められ

ないものの、保護者のストレスは依然とし

て残っており、特にプレハブ型仮設住宅居

住者ではその傾向が強いことが明らかとな

った。小学生、中学生においては「必要以

上に怯える」、「特定の場所を怖がるよう

になった」というような震災と関連が深い

と考えられる行動・態度が当てはまる者の

割合は全体としては 2011 年よりも低い傾

向にあるものの、プレハブ型仮設住宅居住

者では依然として高く、震災の影響が残っ

ていると考えられること、こうした居住環

境が学業の妨げになっている可能性がある

ことが明らかとなった。また、中学生、16

歳から 20 歳の若年者においては、成人と同

様、仮設住宅居住者で不眠症の疑いのある

者の割合が他の居住形態の者よりも多い傾

向が認められた。 

 

Ｄ．考察 
本年度は、平成 23 年度から平成 27 年度

にかけて収集してきた健診および質問紙調

査のデータを用いて、被災地住民に生じて

いる健康課題を様々な点から明らかにした。

5 年間の健康状態、生活習慣、社会的支援

の推移を分析したところ、男女とも主観的

な健康状態には大きな変化はないものの、

睡眠障害や心の健康度に所見のある者、社

会的支援が少ない者の割合も減少しつつあ

ることが明らかになった。また生活習慣に

ついても喫煙者、運動量が少ない者の割合

も減少傾向にあり、被災者の生活は落ち着

きを取り戻しつつあることがうかがえる。

一方で、高血圧、糖尿病、脂質異常の有所

見者は徐々に増加している傾向が認められ

た。血液検査の異常については本年度の調

査において，肝障害（AST, ALT, GGT の高

値），脂質異常（総コレステロール高値，

LDL コレステロール高値，中性脂肪高値），

耐糖能異常（空腹時血糖，HbA1c 高値）は，

過去 3 回と同様高頻度に認められた。その

要因も，BMI, 飲酒量との相関から，生活習

慣に基づく異常，すなわち肥満および飲酒

の要因が大きいと考えられた。全体として、

肥満傾向に伴う血液検査異常が多いが、低

栄養に伴う障害が混在していることが明ら

かとなり，個々の状態に応じたきめ細かな

健康指導が重要と考えられた。 
呼吸機能については、昨年度に引き続き

平成 23 年度からの推移を検討したが、初回

時の肺機能（予測肺活量、予測一秒量、一

秒率）を 2 回目及び 3 回目の調査時の肺機

能と比較して、総数においても、男女別に

おいても予測肺活量（％）及び予測一秒量

（％）の年次的な有意な増加がみられ、引

き続き肺機能の改善傾向が認められた。男

性においては年代別の検討も行ったが、全

年代で肺機能は改善傾向にあった。 

頭痛に関しては、頭痛を持つ頻度は震災

一年後に増加し、震災二年後にはむしろ減

少していた。震災二年後は震災一年後と比

較して頭痛を持たない群は大きな変動がな

く新たに頭痛を発症する例は多くなかった

が、震災一年後に頭痛を持つ群のうち震災

二年後に頭痛が消失する例が全体の頭痛有

病率減少に影響していた。その理由として

PTSD 関連因子や精神的因子、運動習慣など

のさらなる解析が必要と考えられた。 
歯科衛生関連については、平成 23 年から

平成 27 年の推移を検討したところ、未処置

歯が減少し、処置歯数が増加し、また歯周

疾患のあるもの、動揺歯を持つ者の割合が

減少していた。一方、喪失歯数は前年と同

様であり、重篤な歯疾が減少して抜歯機会

が減少したものと考えられた。 
口腔粘膜疾患の平成 23 年から平成 27 年

の推移を検討した結果、毎年新規に重篤な

口腔粘膜疾患が検出され、歯科医療センタ



 

ーを受診した者における臨地調査結果と病

理組織診断との一致率は 97％に及んだ。ま

た、発見時から重篤化した者は観察されず、

口腔粘膜疾患検診の有用性が強く示唆され

た。 
口腔関連 QOL は初年度には口腔内状況以

外の震災関連要因やうつ状態と有意に関連

し、震災が全身、口腔、精神に同時にダメ

ージを与えることが示された。平成 26 年度

の口腔関連 QOL 得点は初年度に比べ有意に

高値であり、ほぼ全国標準値と同様になっ

た。この推移は、D 歯数の減少や歯周ポケ

ットや動揺歯を有する者の割合の減少と同

様の推移であり、口腔内状況の改善が口腔

関連 QOL の向上に反映されたものと考えら

れた。 
60 歳以上の者の口腔カンジダ菌の分布

について、口腔内状況に加えて生活習慣や

全身の健康状態を多変量解析したところ、

口腔カンジダ菌の定着には、生活習慣や全

身状態も関連することが示された。また、

本研究事業による歯科健康調査は歯科保健

医療関係者の教育にも貢献していることが

示された。 
また、高齢者の生活機能に注目すると、

食物多様性が高いこと、肉、豆類、果物と

いった好ましい食事摂取行動、ならびに主

観的健康観良好が、生活機能低下予防に強

く関連しており、被災高齢者においても、

積極的かつ好ましい食事摂取は将来の生活

機能低下予防に持続的に働くことが明らか

となった。 
次に、居住形態と健康状態、生活習慣、

社会的支援の関連性を検討した結果、男性

ではプレハブ仮設住宅の居住者で心の健康

や睡眠に問題がある者、肥満者、喫煙者、

運動量が少ない者、社会的支援が不足して

いる者の割合が多い傾向が認められた。女

性では男性同様心の健康や睡眠に問題があ

る者が多く、喫煙者、運動量が少ない者、

社会的支援が不足している者が多い傾向が

認められた。このようにプレハブ仮設居住

者において精神健康、生活習慣の問題は男

女ともにみられ、この傾向は昨年度と同様

であった。こうした精神健康や生活習慣の

問題に対する支援が引き続き重要であるこ

とが示唆された。 
さらに、被災沿岸部住民と内陸部住民の

健康状態を比較した結果、主観的健康は一

貫して内陸部 S 町で不良者の割合が高いこ

とや、2015 年度データにおいて、沿岸部と

内陸部 S 町を比較すると、沿岸部よりも内

陸部 S 町において有所見者が多くみられた。

先行研究では、被害の大きかった地域では

支援が手厚い一方で、その周辺地域は忘れ

られた被災地となりがちであることが指摘

されている。そのため、支援を必要として

いても十分に支援が受けられていない住民

が内陸部に一定数、存在する可能性がある。

特に、沿岸部から内陸部に移動した住民に

おいては、震災以降に社会関係が変化する

ことからフォローが必要になると考えられ

た。 
このように発災から約 5 年が経過し、健

診受診者においては、健康状態が一定の回

復傾向にあることがうかがえた。一方、健

診未受診者は増加傾向にある。未受診理由

は「病院で検査を受けた」「職場で健診を

受けた」，「都合がつかなかった」が上位

であり，多くは体調とは関係ない理由での

未受診であった。一方で「体調が悪く外出

できなかった」が 6.5%を占めており，病院

も受診できていない可能性があるため，注

意が必要であると考えられた。未受診者と

受診者の健康状態の比較では K6 が 13 点以

上の精神健康不良の者が未受診者で有意に

多く、「思い出したくないのに夢に見たり

思い出す」「思い出すと体の反応が起こる」

といった PTSD 様症状を有するものも未受

診者で多く精神健康の問題で受診できてい

ない可能性があり、フォローアップのため



 

今後も定期的に訪問する等してこころのケ

アが必要と考えられた。 

また、今年度は震災から約 4 年が経過し

た時点における若年者・小児の生活や健康

状態についても明らかにした。乳幼児、学

齢期以前の子どもでは本人の睡眠や行動の

変化には影響はあまり認められないものの、

保護者のストレスは依然として残っており、

特にプレハブ型仮設住宅居住者ではその傾

向が強いことが明らかとなった。小学生、

中学生においては「必要以上に怯える」、

「特定の場所を怖がるようになった」とい

うような震災と関連が深いと考えられる行

動・態度が当てはまる者の割合は全体とし

ては 2011 年よりも低い傾向にあるものの、

プレハブ型仮設住宅居住者では依然として

高く、震災の影響が残っていると考えられ

ること、こうした居住環境が学業の妨げに

なっている可能性があることが明らかとな

った。また、中学生、16 歳から 20 歳の若

年者においては、成人と同様、仮設住宅居

住者で不眠症の疑いのある者の割合が他の

居住形態の者よりも多い傾向が認められた。

以上のような結果から小さい子どもの保護

者や仮設住宅に居住する子どもへの支援も

重要であることが示唆された。 

被災地住民に対する支援のうち、こころ

のケアについては、岩手県心のケアセンタ

ーと連携し、東日本大震災被災者健診にお

いて有所見者のスクリーニングを行い健診

会場でケアにつなげる取り組みを行ってい

る。本年度はこうした取り組みを含むここ

ろのケアセンターの活動についても分析を

行い、被災者健診事業においては市町村と

こころのケアセンターを含めた被災地保健

医療事業を進めるうえでも有用であること

が確認された。このように、被災地住民や

各地の心理的危機にある住民への支援が行

き届くような仕組みづくりが推進される体

制の構築が進められており、地域が再構築

され、地域住民がこころの豊かな生活を安

心して享受できる社会につながる取組を提

供していくためには、長期的な視点で事業

を継続していく体制が必須であると考えら

れた。 

本年度は震災の中・長期的影響を中心に

検討してきたが、震災後の脳卒中の発症パ

ターンや被災直後のストレス状況下におい

て簡便にスクリーニングを行える尺度の妥

当性の検討といった、急性期における対応

についての知見も得られた。 

震災後の脳卒中の発症については震災直

後に脳卒中罹患率の増加がみとめられ、特

に、男性、高齢者、および津波被害甚大地

域で増加していたことが明らかとなってい

るが、今回の研究によって、震災直後の罹

患率増加は午前と午後の罹患率が震災前よ

り高くなっていたことに起因し、夜間や正

午前後の罹患率は震災前と変わりなかった

ことが明らかとなった。このことから、こ

の時間帯の罹患率を抑制することが震災時

のみならず、日常時でも脳血管障害罹患の

上昇を抑制、または低下させる鍵になると

推察された。 

また、PTSD のスクリーニング尺度の妥当

性の検証では、3 項目と簡便な尺度ながら、

AUC は 0.85、感度、特異度、PPV、NPV はベ

ストカットオフ(1/2)で 0.83、0.73、0.17、

0.99 であり、PPV 以外は被災地域での

IES-R-J 及び SQD による調査と同等の水準

を示し、有用であることが示唆された。 

 

Ｅ. 結論 
 本年度は、平成 23 年度から平成 27 年度

にかけて収集してきた被災者健診および質

問紙調査のデータを用いて、被災地住民の

健康状態の推移や関連要因、現在生じてい

る健康課題を様々な観点から明らかにした。 

 被災者健診受診者においては、男女とも

主観的な健康状態には大きな変化はないも

のの、睡眠障害や心の健康度に所見のある

者、社会的支援が少ない者の割合も減少し



 

つつあることが明らかになった。また生活

習慣についても喫煙者、運動量が少ない者

の割合も減少傾向にあった。肺機能や口腔

衛生状況も改善傾向にあった。一方で、仮

設住宅居住者や健診未受診者、内陸への避

難者においては、精神健康や生活習慣、社

会関係の問題が依然として残っており、こ

うした問題に対する支援が引き続き重要で

あることが示唆された。 
また、高血圧、糖尿病、脂質異常の有所

見者が増加傾向にあることがうかがえた。

検査異常は全体としては肥満傾向に伴う血

液検査異常が多いが、低栄養に伴う障害が

混在していることが明らかとなり，個々の

状態に応じたきめ細かな健康指導が重要と

考えられた。 

若年者や小児においても心の健康の問題

などは改善傾向にあったが、小さい子ども

の保護者のストレスは依然として残ってい

ること、仮設住宅に居住する子どもの精神

健康や学業などの日常生活の問題のような

課題は多い。 

被災地住民に対する支援のうち、こころ

のケアについては、岩手県心のケアセンタ

ーと連携し、東日本大震災被災者健診にお

いて有所見者のスクリーニングを行い健診

会場でケアにつなげる取り組みを行ってい

る。本年度はこうした取り組みを含むここ

ろのケアセンターの活動についても分析を

行い、被災者健診事業においては市町村と

こころのケアセンターを含めた被災地保健

医療事業を進めるうえでも有用であること

が確認された。 

このように本年度は震災の中・長期的影

響を中心に検討してきたが、震災後の脳卒

中の発症パターンや被災直後のストレス状

況下において簡便にスクリーニングを行え

る尺度の妥当性の検討といった、急性期に

おける対応についての知見も得られた。 

今後も調査を継続し、支援を行っていく

とともに、震災後の被災者の健康状態やそ

のケアについての知見を蓄積していく必要

がある。 

 
Ｆ．健康危険情報 
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